
          先生 
 

「ダンス規制法」（風営法）の改正を求める 

請願署名へのご理解・ご支援のお願い 
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Let's DANCE 署名推進委員会 
 

 日夜、国民のくらし、営業まもるための国政推進に、ご尽力賜り心から敬意を表します。 

 

 私たちは、「ダンスをさせることを法律で規制するのはおかしい」と、風営法のダンス規制条項の見直

し・撤廃を求め、音楽家やダンサー、オーディエンス、事業者、法律家などでつくる団体です。国会議

員の皆さまには、過日、「ダンス規制法」（風営法）の改正を求める請願署名へのご理解・ご支援のお

願い」を関連資料とあわせて送付させていただきました。私たちの主張の詳細は、「お願い」文書のと

おりです。 

 

 文部科学省は、平成 24 年度よりダンスを中学校体育の必修科目とし、その指導にあたって「ダンスと

は、古今東西老若男女が楽しむ身体活動」と位置付けて「表現や踊りでの交流を通して仲間とのコミ

ュニケーションを豊かにする」（新学習指導要領）としています。 

 

 しかし、クラブや深夜酒類提供飲食店において、お客さんが「肩をゆらしていた」「かかとが上がって

いた」また、「ミラーボールやＤＪブースが設置されている」という理由で、「風営法違反」「無許可営業」

として捜索、摘発されています。 

 また、「社交ダンス講座も数百円の会費でも取れば、風営法の対象となり、専門の資格を持つ講師

がいなければ法違反」となるとして、高知市が「警察の解釈をもらった」と、公民館などに通知を出す状

況も生まれています。その後、警察庁は、「地方公共団体等による社交ダンス講座等については、通

常は営利の目的がなく、4 号営業に該当しない」との見解を示すなど、ダンスをめぐる解釈は警察内で

も多様です。 

「善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止する

ため」と定める風営法の立法趣旨からもダンスを規制するのはおかしいのではないでしょうか。 

 

 昨年５月 29 日からの「Let's DANCE 署名」も、１１万人を超えました。全国４７都道府県から年齢や階

層、ジャンル、業種をこえて「ダンスを規制するのはおかしい」という声が広がっています。 
  

 つきましては、請願署名へのご理解と次の内容でのご支援をお願い申し上げます。 
 

１．「ダンス規制法」の見直しを求める国会請願署名への紹介議員になってください。 
 

２．「Let's DANCE 署名」推進委員会へのコメントを寄せてください。 
 

３．上記のお立場の公表について（可、不可） 

 

 本日、お返事が無理な場合は、ご検討の上、あらためて「ダンス規制法見直し」について、

「懇談」の場をつくっていただければ幸いです。お返事をお待ちしております。 
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